
現在と将来の人類の豊かな生活を確保するために、絶滅
危惧種の保全の一層の促進が重要です。また、新たな
自然再生を実施する場合は、外来種が侵入しにくい環境
になるよう配慮し、既に外来種が侵入している場合は積
極的に防除を進めるよう努めることが重要です。

様々なスケールで森・里・川・海を一体的に保全・再
生を図るため、関係機関が横断的に連携して総合的に進
めることが重要です。
また、地球規模で移動する野生動物の生息地・中継地
など、国際的な生態系ネットワーク形成への配慮も重要
です。

自然環境の有する多様な機能を活用したグリーンインフ
ラ整備を地域で推進することや、生息範囲が広範な種を
指標とすること、生態系のネットワーク化の必要性など
広域的な観点を自然再生に取り組むことが重要です。

地域住民等が行う小さな自然再生の取組は、協議会に
よる自然再生の取組と併せて全国各地で展開されること
により、広域的な自然環境の保全・再生につながること
が期待できます。

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）のゴールを活用することにより、関係者間で目標に向けた共通言語を持ち、
当事者意識を持って取り組むことができることから、地域の課題解決を一層促進することが期待されます。
また、自然再生においてＳＤＧｓのゴール等を取り入れることにより、ＳＤＧｓへの取り組みを推進している企
業との連携を図っていくことも重要です。

各地域で地域資源が循環する自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて近隣地域等と共生・
対流する、自然的、経済的ネットワークとして「地域循環共生圏」を構築していくことが重要になっています。
少子高齢化・人口減少社会の影響により、取組の継続性に課題を抱える中で、こうした「地域循環共生圏」
の考え方も取り入れながら、持続可能な地域づくりの中で自然再生に取り組むことが重要です。

生物多様性の維持にとって重要な伝統的維持管理の手法を活用しながら自然再生を進めるとともに、自然資
源の循環利用や農林水産物の販売、エコツーリズムなどの促進、企業との連携などにより、社会経済活動と
自然再生を関連付け、地域社会の活性化につなげることにより、持続可能な取組としていくことが重要です。

気候変動に対する順応性の高い健全な生態系の保全や
多面的な機能の発揮が期待される生態系ネットワークの
形成、防災・減災等に資する「生態系を活用した適応
策」の推進を図っていくことが重要です。

平成23年に発生した東日本大震災をはじめ、我が国は
多くの自然災害に見舞われてきました。このような経験
を踏まえ、自然生態系が有する防災・減災機能に着目し
た自然再生に取り組んでいくことが重要です。

■持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成に向けた取り組み

■地域循環共生圏の構築

■地域の産業との連携

■気候変動対策 ■自然災害の経験を踏まえた自然再生

■希少種の保全及び外来種対策 ■生態系ネットワークの形成

■全国的・広域的な視点に基づく取組の推進 ■小さな自然再生の推進
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少し、人間の生存基盤である有限な自然環境が損なわれ、
生態系は衰弱しつつあります。
　わが国は、その地史や気候等を背景として、多様で豊かな
自然環境を有しており、私たちは様々な恩恵を享受していま
す。一方、私たちは、地震、台風、豪雨などによる自然災害へ
の備えを怠ることはできません。
　戦後、高度経済成長期を経て自然災害に対する安全性や
物質的な生活水準は向上してきましたが、大量生産、大量
消費、大量廃棄型の社会経済活動の増大に伴い、自然環境
に大きな負荷を与えてきました。この中で急激な工業化と
それに伴う開発により、農地や林地の都市的土地利用への
転換や沿岸域の埋立てなどの土地利用の変化が進んだ結
果、国土の自然の質が低下し、多くの野生生物の生息・生育
地が減少してきました。
　また、薪炭材や落葉の利用、採草などの人為の働きかけ
によって二次的な自然環境が維持されてきた里地里山等に
おいても、エネルギー源の化石燃料へのシフト、生活・生産
様式の変化に伴う生物由来の資源の利用の低下、過疎化・
高齢化の進行など、社会経済状況の変化が進みました。そ
の結果、人為の働きかけが縮小撤退し、国内の資源が過少
使用（アンダーユース）の状態になったことや、不適切な農
薬・化学肥料の使用、経済性・効率性を優先した基盤整備
が進行したこととあいまって、人と自然の相互作用により形
成されてきた特有の生態系の質が変化してきました。
　加えて、国境を越えた人や物の流れの増大などに伴い、野
生生物の本来の移動能力を超えて人為的に導入された外
来種が増加し、地域固有の生物相や生態系に対して大きな
脅威を与えています。
　このように、直接間接を問わず、様々な人間活動、人為の
影響等によって、自然海岸や干潟、湿原などが減少している
ほか、人工林や二次林の手入れ不足、耕作放棄地の拡大等
により、わが国の生態系の質の劣化が進んでおり、多くの野
生生物の生息・生育環境の悪化や個体数の減少がみられ、
メダカに代表される身近な野生生物の絶滅のおそれが高ま
るなど、わが国の自然環境は大きく変化しています。
　これらに加えて、温室効果ガスの人為的な増加によって、
気候変動による生態系への深刻な影響が懸念されており、
わが国においても、気候変動による生物の分布の変化や生
態系への影響が報告されており、今後もその影響は拡大す
ると予測されています。
　こうした自然環境の悪化などに対し、改善に向けた動きと
して、平成20年６月に施行された生物多様性基本法に基づ
き、平成24年９月に「生物多様性国家戦略2012-2020」が策
定され、生物多様性条約第10回締約国会議において採択さ
れた愛知目標（以下「愛知目標」という。）の達成に向けたわ
が国のロードマップが示されるとともに、平成23年３月に発
生した東日本大震災の経験を踏まえた今後の自然共生社
会のあり方が示され、自然共生社会の構築や愛知目標の達
成のための施策を推進することとなりました。
　また、平成30年４月に第五次環境基本計画が閣議決定さ
れ、地域資源を持続可能な形で最大限活用することで、環
境・経済・社会の統合的向上を図り、農山漁村も都市も活か
し、わが国の地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共
生圏」の考え方を提唱しています。
　自然再生の実施に際しては、これらを基本として取り組ん
でいく必要があります。
(2)　自然再生の方向性
　現在、自然と共生する社会の実現と地球環境の保全が重
要な課題となっています。人間も生態系の一部であり、自然
の恵みがあることで初めて暮らしていくことができ、また、
私たちが地域ごとに有している食文化、工芸、郷土芸能など
の多様な文化は、各地の豊かな自然環境に根ざしたものと
いえます。このような認識に立って、自然環境の価値を再認
識し、長い歴史の中で育まれた地域固有の動植物や生態系
その他の自然環境について、生態系の保全や生物種の保護

１　自然再生の推進に関する基本的方向
(1)　わが国の自然環境を取り巻く状況
　自然環境は、生物多様性と自然の物質循環を基礎とし、
生態系が微妙な均衡を保つことによって成り立っています。
そして、自然環境は、地球温暖化の緩和、気候変動適応、水・
大気・土壌の環境保全、野生生物の生息環境としての役割
などの機能を有しており、現在及び将来の人間の生存に欠
かすことのできない基盤となっています。また、自然環境は、
社会、経済、科学、教育、文化、芸術、レクリエーションなど
様々な観点から人間にとって有用な価値を有しています。
　しかし、これまで人間が行ってきた自然の再生産能力を
超えた自然資源の過度な利用などの行為により、自然環境
の悪化が進んできました。さらに、本格的な少子高齢化・人
口減少社会を迎え、環境保全の取組や里山等の二次的自然
の管理にも影響を与えています。その結果、生物多様性は減


